
論文 RC部材形成時に生じる内部応力を考慮したFEM解析 

渡部 憲*1・三島 隆路*2・白井 伸明*3 

要旨：本研究では，収縮に起因するコンクリート内部の応力を詳細に検討する方法として

Neville等の提案する逐次積分法を取り上げ，逐次積分法を用いてRC平板の初期状態を推定

し，その結果を導入したRC平板のFEM解析を実施することにより，その妥当性について検討

を行った。その結果，RC部材形成時に発生する内部応力を適切に評価することにより，RC平

板のせん断実験で観測されるひび割れ発生時の引張応力がコンクリートの割裂試験から得ら

れる引張強度より低くなることを概ね説明できること等の知見が得られた。 
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 1. はじめに 

 鉄筋コンクリート（以下，RCと略記）構造物

の主材料であるコンクリートは，打設後の硬化

過程において発熱や収縮を伴い，温度ひび割れ

や収縮ひび割れが発生する可能性があることは

広く知られている。しかし，ひび割れの発生が

問題とならない場合でも，RC部材形成時の発熱

や収縮の影響により内部応力が生じている。外

力を受けたRC部材の変形挙動を正確に把握しよ

うとする場合，RC部材形成時に発生する内部応

力等の初期状態を適切に評価しておく必要があ

るものと思われる。 

 Collins等によれば，RC平板のせん断実験で観

測されたひび割れ発生時の引張応力は，コンク

リートの割裂試験から得られる引張強度より低

く（図－１）1)，コンクリートの圧縮強度 (fc) の

関数としてRC梁の斜めひび割れ発生応力を推定

するACI式2)（=0.33fc
1/2）を用いた場合，RC平板

のひび割れ発生時の引張応力と近似することを

示している（図－２）1)。割裂試験は直接引張

試験ではないため，その影響も考えられる。例

えば，CEB-FIP MODEL CODE 19903)では，コン

クリートの１軸引張強度を割裂引張強度の0.9倍

としている。しかし，図－１からわかるように

割裂引張強度を0.9倍にしてもRC平板のせん断

実験を実施した際のひび割れ発生応力の結果を
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図－１ ひび割れ発生応力と割裂強度の関係 

図－２ ひび割れ発生応力とACI式の関係 
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説明することはできない。RC部材の場合，内部

の鉄筋がコンクリートの硬化過程に生じる収縮

ひずみを拘束することによって生じる応力の影

響も少なくないと思われる。 

 そのため本研究では，収縮に起因するコンク

リート内部の応力を詳細に検討する方法として

Neville等の提案する逐次積分法4)を取り上げ，

逐次積分法を用いてRC部材の初期状態を推定

し，その結果をRC部材のFEM解析に導入し，そ

の妥当性について検討を行った。 

 

 2. 逐次積分法の概略4) 

 (1) 一般式 

 図－３に示すように，Neville等は，jステップ

における増分応力Δσjによるクリープひずみと

弾性ひずみの和Δεjの関係から，コンクリート

の材齢により変化するヤング係数やクリープ係

数を考慮し，次式の逐次積分による応力解析法

を提案している（ただし，i≧j）： 

 ここに，σi+1/2はi+1/2ステップの応力,σi-1/2は

i-1/2ステップの応力,Eiはiステップのヤング係数,

φiiはiステップで載荷されたi+1/2ステップのク

リープ係数，Δεjはj-1/2からj+1/2の増分ひずみ

であり，増分クリープひずみΔεj
crと増分弾性

ひずみΔεj
elの和である。また，σj+1/2はj+1/2ス

テップの応力，σj-1/2はj-1/2ステップの応力，Ej

はjステップのヤング係数，φijはjステップで載

荷されたi+1/2ステップのクリープ係数である。 

 (2) 収縮ひずみが拘束される場合 

 コンクリートの自由収縮ひずみが拘束体によ

り拘束をされた場合，１軸モデルを考えると，

拘束体とコンクリートの変形量が釣合うことか

ら，次式が得られる： 

ij

σi-1/2 σi+1/2

σ

ε

i-1/2 i+1/2

時 間

応力σ，ひずみε

σj-1/2 σj+1/2

j-1/2 j+1/2

Δεj

Δσj

図－３ 逐次積分法 
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 ここに，εfreeは自由収縮ひずみ（乾燥収縮ひ

ずみ，温度ひずみ，自己収縮ひずみ），εrは拘

束体ひずみ，εcrはクリープひずみ，εelは弾性

ひずみ，εはεcrとεelの和である。 

 式(2)を式(1)に代入することにより，自由収縮

ひずみが拘束体により拘束された場合の逐次積

分法による応力は次式のように導かれる： 

 ここに，εr
i+1/2はi+1/2ステップの拘束体ひず

み，εfree
i+1/2はi+1/2ステップの自由収縮ひずみ

である。 

 

 3. RC平板試験体のFEM解析 

 3.1 検討の対象とした実験5) 

 検討の対象とした実験は，山口等が実施した
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図－４ せん断加力システム5) 

 

(






∑−−
+

+

=
−

=
+++

−+
1

1
2/12/12/1

2/12/1

1
i

j
j

free
i

r
i

ii

i

ii
E

σεε
φ

σσ

) ( )






+− − 2/1 11
ij

j
j E

φσ (3) 

εε
εεεε

+−=
++−=−

r

elcrrfree

(2) 

-122-



ここに，fcはコンクリートの圧縮強度，αcは折

曲げ点のfcに関する係数，d1は折曲げ点の塑性変

形，βcは最終変形量に関する係数であり，ここで

は，αc =0.128，βc=2.393，d1=0.848とした8)。 

なお，塑性ひずみ (εpc) は，要素代表長さを    

(Ａ:要素面積)と仮定し，塑性変形(δc)

をLcで除すことにより評価している。 

RC平板試験体のせん断実験5) のうち３体であ

る。せん断加力システムおよび試験体の詳細を

図－４および図－５に示す。試験体は正方形で

あり，平面寸法は1200×1200mm，厚さ200mmで

ある。コンクリートおよび鉄筋の強度試験結果

をそれぞれ表－１および表－２に示す。縦・横

筋の鉄筋比Psは，それぞれPS-1試験体に対して

Psx=1.91％，Psy=1.91％，PS-6 試験体に対して

Psx=0.85％，Psy=1.91％およびPS-8試験体に対し

てPsx=0.85％，Psy=3.38である。 

 3.2 逐次積分法の計算条件 

 内部鉄筋は拘束部材として機能するが,本手法

では縦・横方向の鉄筋比の違いを考慮できない

ので，応力解析では鉄筋比の大きい方向を検討

の対象とする。また,対象とするRC平板では２

軸応力状態を仮定する必要があるが,単純に１軸

方向の応力のみ考慮する。コンクリートの強度

発現，収縮およびクリープモデルとしてCEB-

FIP MODEL CODE 19786)を適用し,条件として養

生時温度を20℃，養生時湿度を60%，乾燥開始

材齢を２日，計算時間間隔を１日に設定した。 

 3.3 FEM解析の概要 

FEM解析の概要について説明する。図－６に

RC平板試験体のFEMメッシュ分割図，荷重およ

び境界条件を示す。コンクリートは４節点アイ

ソパラメトリック要素とし平面応力状態を仮定

した。鉄筋は埋込鉄筋要素とし，鉄筋とコンク

リートは完全付着とした。なお，解析には汎用

コードDIANA-7.27)を用いた。 

コンクリートは弾塑性体とし，圧縮側は降伏

条件としてVon Misesの基準を適用し，引張側は

ひび割れ発生条件としてテンションカットオフ

基準を適用した。また，鉄筋の降伏条件として

Von Misesの基準を適用した。 

(1) コンクリートの構成則 

圧縮側の１軸応力－ひずみ関係として，上昇

域は1/3圧縮強度までは弾性とした２直線でモデ

ル化した。ピーク後の下降域は図－７に示すよ

うに２直線でモデル化した8)。なお，圧縮破壊エ

ネルギー(GF
c)は式(4)により評価した： 

図－６ 試験体のモデル化 

ALc 2=

(4) ( ) 115.0 dfG ccc
c

F ⋅⋅+= βα

図－５ 試験体の詳細5) 
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表－１ コンクリートの強度試験結果 

ヤング係数 圧縮強度 割裂引張強度 ポアソン比

Ec（GPa） fc（MPa） （MPa） ν

25.5 31.2 2.88 0.17

表－２ 鉄筋の強度試験結果 

Esx Esy Psx Psy σsx σsy

PS-1 198 198 1.91 1.91 428 428

PS-6 183 198 0.85 1.91 364 428

PS-8 183 196 0.85 3.38 364 423

試験体
鉄筋比(%) 降伏強度(MPa)ヤング係数(GPa)
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図－７ 圧縮軟化挙動 図－８ テンション 

スティフニング 

図－９ ひび割れコンクリートの 

圧縮劣化 

( )cr0 1/1/ εβ ⋅+== αGGcr (6) 
図－10 内部応力の経時変化 
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引張側の１軸応力－ひずみ関係として，上昇

域は引張強度(ft)まで線形弾性とした。ひび割れ発

生後の下降域は，鉄筋とコンクリート間の付着

作用よるテンションスティフニング効果を考慮

するため，式(5)のモデル9)を図－８に示すように

４直線で近似して使用した： 

 ここに，σtは引張応力，ｆtは引張強度，εtuは

引張強度時のひずみ，εtは引張ひずみであり，第

１，２および第３折曲げ点のεtは，それぞれεtu

の３，９および18倍とした。 

 ひび割れコンクリートのせん断剛性低下率

(β)は式(6)により定義した： 

 ここに，Gcrはひび割れ発生後のせん断剛性，G0

はひび割れ発生前のせん断剛性，αは定数

(=4447)，εcrはクラックひずみである。 

 (2) 鉄 筋 

鉄筋の応力－ひずみ関係はbi-linearモデルと

した。降伏後の剛性はヤング係数の1/100とした。 

(3) 解析要因 

解析要因の一覧を表－３に示す。解析では，パ

ラメータとして引張強度を選び，引張強度に割

裂強度を用いた解析をCase-1， ACI式2)による推

定値を用いた解析をCase-2とした。また，引張強

度にCEB式3)（=1.4(fc/10)2/3）を使用し，逐次積分

法により推定された初期応力をFEM解析に導入

した場合をCase-3とした。さらに，ACI式による

引張強度を用い，図－９に示すようなひび割れ

コンクリートの圧縮劣化を考慮した場合をCase-

4として検討した。なお，圧縮強度低減係数(λ)の

計算は長沼の式10)を使用し，全試験体に対してλ

を0.60に設定した。解析は，加力位置に荷重を漸

増的に与えて行った。Case-3では所定の内部応力

を導入した後，外部荷重を作用させた。非線形反

復解析法としてはNewton-Raphson法を採用し，

不釣合力は当該ステップで解放した。 

 

 4. 結果と考察 

 4.1 内部応力 

 図－10に，逐次積分法4)によって推定されたRC

平板試験体形成時に生じる内部応力の経時変化

を示す。材齢28日において，PS-1およびPS-6試験

体では0.34MPa，PS-8試験体では0.57MPaの内部

引張応力が生じている。なお，これらの内部応力

予測結果をCase-3で使用している。逐次積分法を

(5) ( ) 4.0/ ttutt f εεσ ⋅=

表－３ 解析要因一覧 

解析 解析対象 引張強度 初期応力 圧縮劣化

ケース 試験体 の考慮 の考慮

Case-1 PS-1 割裂引張強度 × ×

Case-2 PS-6 ACI式 × ×

Case-3 および CEB式 ○ ×

Case-4 PS-8 ACI式 × ○
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  (a) 全 体                (b) ひび割れ発生時拡大 

図－11 PS-1試験体のせん断応力－せん断ひずみ関係 
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  (a) 全 体                (b) ひび割れ発生時拡大 

図－12 PS-6試験体のせん断応力－せん断ひずみ関係 

0

2

4

6

8

10

0 5 10 15 20
せん断ひずみ(×10-3)

せ
ん

断
応

力
(
M
P
a
)

実験値 Case-1

Case-2 Case-3

Case-4

PS-6試験体

0

1

2

3

4

0 1 2 3
せん断ひずみ(×10-3)

せ
ん

断
応

力
(
M
P
a
)

実験値 Case-1

Case-2 Case-3

Case-4

PS-8試験体

  (a) 全 体                (b) ひび割れ発生時拡大 

図－13 PS-8試験体のせん断応力－せん断ひずみ関係 
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用いた内部応力予測結果の妥当性については，

一例として文献[11]等が挙げられるが，今後，実

験により確認しておく必要がある。 

4.2 せん断応力－せん断ひずみ関係 

図－11～13は実験とFEM解析のせん断応力－

せん断ひずみ関係を比較したものである。なお，

図(b)はひび割れ発生時近傍の結果（図(a)中の○

囲い部分）を拡大表示したものである。すべての

試験体において，Case-1はひび割れ発生応力を過

大評価している。一方，Case-2およびCase-3は実

験結果を比較的良好に再現している。このこと

から， RC部材形成時に発生する内部応力を適切

に評価することにより，RC平板のせん断実験で

観測されるひび割れ発生応力がコンクリートの

割裂試験から得られる引張強度より低くなるこ

とを概ね説明できる。Case-1～3について，せん断

応力－せん断ひずみ関係に関する計算値は，実

験値と比較して縦横筋比の差が大きくなるにつ

れ，また，せん断ひずみが増大するにつれて同一

ひずみレベルにおけるせん断応力を過大評価し

ている。しかしながら，ひび割れコンクリートの

圧縮劣化を考慮することによりこのような傾向
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がある程度改善される（Case-4）。なお,本解析の

範囲において,ひび割れ発生応力の相違がRC平

板せん断強度解析結果に及ぼす影響は小さい。 

4.3 引張強度 

山口等の実験結果5)に加え，角12)および大森等

13)が実施したRC平板のせん断実験試験体を対象

として，ひび割れ発生応力が一致するようにコ

ンクリートの引張強度を変化させるFEM逆解析

を行った。図－14は引張強度算定式による推定

値とFEM逆解析で求めた引張強度を比較したも

のである。この結果から，ACI式2)を用いることで

ひび割れ発生応力を比較的良好に予測できるこ

とが確認できた。 

 

 5. まとめ 

本研究で得られた知見を，以下にまとめる。 

(1) RC部材形成時に発生する内部応力を適切に

評価することにより，RC平板のせん断実験で

観測されるひび割れ発生応力がコンクリート

の割裂試験から得られる引張強度より低くな

ることを概ね説明できる。 

(2) 本解析の範囲において，ひび割れ発生応力の

相違がRC平板せん断強度解析結に及ぼす影

響は小さいことがわかった。 
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